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○嘉手納町保育士等就労支援金交付規則 

令和４年３月18日 

規則第14号 

（目的） 

第１条 この規則は、嘉手納町内の保育所等に常勤保育士等として再就職した者に対し、

予算の範囲内で保育士等就労支援金（以下「支援金」という。）を交付することにより、

保育士等の人材の確保を図り、もって安定した保育所等の運営及び待機児童の解消に寄

与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 保育所等 次のアからオまでに掲げるものをいう。 

ア 児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第35条第３項又は第４

項の規定により設置された公立保育所又は認可保育所 

イ 法第６条の３第10項の事業を行う小規模保育事業所 

ウ 法第６条の３第12項の事業を行う事業所内保育事業所 

エ 就学前の子どもに関する教育・保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

18年法律第77号）第２条第６項の認定こども園 

オ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する幼稚園のうち公立幼稚園 

（２） 保育士等 保育士、保育教諭又は幼稚園教諭をいう。 

（３） 常勤保育士等 勤務形態が原則として、１日６時間以上で、かつ、１月120時間

以上勤務している保育士等をいう。 

（交付の対象者） 

第３条 支援金の交付の対象者となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の要件の

いずれにも該当する者とする。 

（１） 保育士等として勤務していた保育所等を離職した日から、引き続き１年以上に

おいて保育士等として就職していなかった者 

（２） 嘉手納町内の保育所等に常勤保育士等として再就職した日から起算して６月以

上継続して嘉手納町内の保育所等に勤務した者とする。この場合において、嘉手納町
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立の保育所等に再就職した者にあっては、嘉手納町会計年度任用職員の任用等に関す

る規定（令和２年嘉手納町訓令第１号）の規定により任用された会計年度任用職員に

限る。 

（交付額等） 

第４条 支援金の額は、10万円とする。 

２ 支援金の交付は、同一の交付対象者につき１回限りとする。 

（交付の申請等） 

第５条 支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、嘉手納町保育

士等就労支援金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長へ申請

するものとする。 

（１） 業務従事証明書（様式第２号） 

（２） 保育士等であることがわかる証明書等の写し 

（３） 履歴書の写し 

（４） その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、申請者が再就職した日から起算して６月を超えた日（以下

「基準日」という。）から基準日の属する月の翌月末日までに行うものとする。 

（交付の決定等） 

第６条 町長は前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、交付の可否を

決定し、嘉手納町保育士等就労支援金交付（決定・却下）通知書（様式第３号。以下「通

知書」という。）により、申請者へ通知するものとする。 

（請求） 

第７条 前条の規定により支援金の交付の決定を受けた者は、支援金を請求する場合は、

通知書を受けた日以後、速やかに嘉手納町保育士等就労支援金交付請求書（様式第４号）

により、町長に請求するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第８条 町長は次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、支援金の交付決定を取り

消し、既に支援金が交付されているときは、支援金の返還を命ずることができる。 

（１） 偽りその他不正な手段により支援金の交付を受けたとき。 

（２） 法令又はこの規則の規定若しくは支援金の交付決定に付した条件に違反したと
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き。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、支援金の交付に関し必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年規則第42号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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